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1905(明治 38)年 9月の日露講和条約で，北緯 50度以南の南樺太は日本の領土となり， 07 年

































産対策費が繰入れられたもので， 1942年度か ら急増 し ， と く に44 ・45の両年度は巨額であ る O
その場合一般会計からの繰入手続は以下のようであった。
まず政府が支出する石炭増産施設奨励金を，①前年度に対する当年度の増産見込量1トンに



























































































































































1937 1938 1939 1940 1941 1942 1943 1944 1945
樺 太 庁 1,842 2,012 2,210 2,566 3,029 3,187 2,251 10,025 11,271
教 育 費 2,559 2,655 2,840 3,426 3,800 4,745 5,370 6,927 .
警 察 費 950 1,074 1,842 1,764 2,043 2,334 2,547 . .
林 務 費 1,974 2,257 2,692 3,525 5,106 5,204 4,971 . .
現 業 費 8,490 10,669 13,193 15,954 20,445 19,253
営繕土木費 1,052 1,262 1,556 2,312 3,417 2,843 2,513 6,370 301
補 助 費 2,144 2,207 2,300 2,581 2,004 1,551 1,812 71,883 55,811
私設鉄道補助 1,200 1,200 1,200 1,164 508 46
石炭買取価格補償金 39 ,960 7,340
拓殖事業費 10,382 10,677 11,211 14,488 21 ,679 23 ,715 16,897 15,866 9,664
石炭増産対策諸費 5,183 9,088 14,907 18,472 . .
防空及警備費 1,043 844 846 1,372 1,206 815 322
臨軍会計繰入 2,018 2,671 4,677 6,776 10,883 19,021 22,173 30,894 44 ,785
国債整理基金繰入 1,965 1,916 1,894 1,868 2,408 2,654 740 729 1,258
その他とも歳出総計 35,805 39,453 47 ,308 65 ,050 100,605 113,986 98,555 152,455 154,755
(出所) r決算書J) r昭和財政史J 第16巻 「樺太庁特別会計歳入歳出予算決算J (同書348--371頁)に
より作成。 1944 ・ 45年度は予算額。
(備考) 1. 194 ・45 年度の警察費と林務費は樺太庁に含ま れる 。
2. 194 ・45 年度の補助費は石炭増産対策費等を統合 し た も の。
金71 70万円のうち，その 94%にあたる 6780万円が樺太財政に支出されていたのである 6)。
森林収入の詳しい分析は次節でおこなうので，こでは日中戦争開始直前の樺太庁の同収入
の見通しを一瞥しておくにとどめる O樺太庁は 1937年度予算の編成時には，将来の森林収入に
ついて， 36 年度予算を基準に し て38 年度は80 万円 ， 39 年度157 万円 ， 40 年度201 万円 ， 41 年度以




最後に，公債金収入は 1945年度にわずか 150万円があるのみで，当該期以前の 1936年度まで




1943 年度ま でで， 4 ・45 年度は予算の計数を追 う しかな いが， 全体を通 し て拓殖事業費 と 石炭
-106-
0 ，000円)
1937 1938 1939 1940 1941 1942
6.863 8,522 11,130 12,649 13,846 12,365





(出所) r決算書』 に よ り 作成。
表 4 拓殖事業費の推移
0 ， 000円)
1937 1938 1939 1940 1941 1942 1943
道路関撃・改良 1,428 (13.8) 1,139 (10.7) 1,091(9.7) 1,100(7.6) 1,364(6.3) 1,732(7.3) 1,406(8.3)
鉄道建設改良 1,895(18.3) 2,349(22.0) 2,101 (18.7) 3,045(21.0) 4,668(21.5) 6,542(27.6)
港湾改築 1,386(13.4) 1,439 (13.5) 1,382(12.3) 2,461(17.0) 5,057(23.3) 4,878(20.6) 5,501(32.6)
河川修築 258 (2.5) 192 (1.8) 175 (1.6) 167 (1.2) 224 (1.0) 178 (0.8) 131 (0.8)
電信電話拡張 401 (3.9) 389 (3.6) 319 (2.8) 391 (2.7) 359 (1.7) 407 (1.7)
植 民 500 (4.8) 484 (4.5) 482 (4.3) 567 (3.9) 590 (2.7) 532 (2.2) 535 (3.2)
土地改良 751 (7.2) 663 (6.2) 696 (6.2) 775 (5.3) 1,055(4.9) 1,111(4.7) 1,353(8.0)
産業振興 1,150 (11.1) 1,246(11.7) 1,687(15.0) 2,217(15.3) 2,714(12.5) 2,571(10.8) 2,739(16.2)
水産増殖事業 142 (1.4) 164 (1.5) 167 (1.5) 246 (1.7) 299 (1.4) 309 (1.3) 282 (1.7)
国有林事業経営 1,826(17.6) 2,498(23.4) 2,957(26.4) 3,355(23.2) 5,051(23.3) 5,178(21.8) 4,946(29.3)
燃及料開資発源助調成 査 84 (0.8) 108 (1.0) 146 (1.3) 155 (1.1) 71 (0.3) 25 (0.1)
員十 10,382(100.0) 10,677(100.0) 11,211(100.0) 14,488(100.0) 21,679(100.0) 23,715(100.0) 16,897(100.0)














人 文 A寸主二1, 報
表 5 戦時期の石炭生産と樺太炭
(1，000トン)
樺太炭 出炭予想 内地移出高 同予想高 朝鮮炭 台湾炭 内地炭
1937 2,616 2,540 1,048 2,535 1,877 45,257
1938 3,574 2,910 1,793 2,225 2,045 48,683
1939 4,993 5,540 2,421 2,360 5,171 2,608 51,748
1940 6,465 5,823 3,124 2,917 6,096 2,827 57,367
1941 6,471 6,985 3,302 3,659 6,803 2,754 55,602
1942 4,916 8,080 2,189 4,253 6,662 2,305 54,179
1943 4,979 9,070 1,650 4,917 6,754 2,324 55,539
1944 2,678 808 7,061 1,653 49,335
1945
(出所)北海道炭噴汽船株式会社『石炭国家統制史 J 82 ・119 ・376 頁に よ り 作成。 … は不明。





万円化学工業振興費 10万円，国有林事業経営の拡充費 157万円，樺太庁庁舎新営費 9万円を
計上している 9)。
石炭の増産については，いうまでもなく植民地を含んだ増産計画が立案された。表 5によれ
ば，樺太炭の出炭計画は 1939年度に 550万トン， 43 年度に は900 万 ト ン に も のぼ り ， そ の約半分





万トンと最大になる 1940年度の輸移入炭 990万トンの 46%にあたる 460万トン(華北・内モンゴ

































役を可能にする輸送対策として提起されるが， 43年に な っ て も完成せず， 年間荷役可能 日数は
最大250日にとどまっていた 16)。そしてこうした港湾設備の不充分さは生産力拡充にとって重
要な石炭の輸送をますます困難にしていった。









1937 1938 1939 1940 1941 1942 1943
産業基本調査費 79 (6.9) 100 (8.0) 109 (6.5) 177 (8.0) 222 (8.2) 268 (10.4) 363 (13.3)
販路調査拡張費 17 (1.5) 18 (1.4) 71 (4.2) 63 (2.8) 52 (1.9) 51 (2.0) ー I〆、0.0、)‘
農業奨励 335 (29.1) 385 (30.9) 506 (30.0) 534 (24.1) 678 (25.0) 813 (31.6) 895 (32.7)
畜産奨励 142 02.3) 176 (14.1) 285 (16.9) 517 (23.3) 542 (20.0) 573 (22.3) 607 (22.2)
水産奨励 186 (16.2) 158 (12.7) 179 (10.6) 245 (11.1) 240 (8.8) 280 (10.9) 233 (8.5)
燃料鉱業奨励 200 (17.4) 195 (15.7) 233 (13.8) 223 (10.1) 446 06.4)
鉱灰整理 9 (0.8) 7 (0.6) 9 (0.5) 1 (0.5) 12 (0.4) 10 (0.4) 11 (0.4)
鉱業出願実査 11 (1.0) 9 (0.7) 30 (1.8) 45 (2.0) 45 (1.7) 43 (1.7) 47 (1.7)
造林奨励区画 15 (1.3) 14 (1.1) 14 (0.8) 15 (0.7) 14 (0.5) 16 (0.6) 11 (0.4)
林業奨励 46 (1.7) 135 (5.3) 201 (7.3)
ガス爆発予防費 29 (1.1) 24 (0.9) 29 (1.1)
探鉱奨励費 5 (0.2)
燃料資源調査費 26 (0.9)
その他とも計 1.150(100.0) 1,246(100.0) 1,687(100.0) 2,217(100.0) 2,714(100.0) 2,571(100.0) 2,739(100.0)








主要農作物は燕麦6711町歩 (28%)，牧草5523町歩 (23%)であったが 19 )， I樺太ニ於ケ ル農
業諸条件ハ内地諸府県ニ比シ著シク其ノ趣ヲ異ニシ開発上幾多ノ困難ヲ伴フヲ以テ現況亦順調
ナル促進ヲ遂ゲッ、ァリトハ謂ヒ難キ」状況であった 20)。とくに領有当初から樺太庁が重視






















からの出稼労働者に依存していた。加えて石炭鉱業の急速な発展の結果， 1941 年末に は鉱山労
働者が 1万 8600人，そのほかに王子製紙などの工場労働者が 1万 9200人と樺太の労働者数は全人
口の約 1割にあたる 3万人の水準に近づき，このほかに鮮仲仕，土木建築，伐木造材等に従事




逼迫させたのである。たとえば， 1941 年度の 「国防的重要施設の整備」 お よ び生産力拡充計画
に伴う各種産業の所要求人数は 14万 5000人であったが，その割当は 8万人にすぎなかった。
また翌 42年度においても，樺太庁の計算では，主要産業所要の新規必要労働者数は工場・鉱
山・季節労働者あわせて約 16万人にものぼり，その給源として内地から 10万人，朝鮮から 4300




















民間割当株 2500万円の大口引受者は東拓 22万株，王子証券 10万株，三菱鉱業 5万株，三井鉱









として 1941年度 5万トン， 42 年度15 万 ト ン ， 43 年度25 万 ト ン ， 44 年度40 万 ト ン ， 45 年度50 万 ト
ンを出炭する計画であった。
研伐事業は，樺太庁からエゾ松とトド松の払下を受けて初年度の 41年度では 100万石，翌年
度からは 250万石の丸太を生産する計画であったが， I情勢激変ニ伴 フ 本島ニ及ボセ ル特殊事'情
ハ特ニ用材消費ニ著シイ影響ヲ来シタル結果 J，初年度は鉱業用材として三井鉱山をはじめ







の改良増進に重点を置き， I相当 ノ 機械力， 畜力 ヲ 使用 シ テ比較的大面積 ノ 土地 ヲ 耕作経営セ
ン」という計画であった。具体的には，樺太の食糧自給に備えて毎年 1000町歩， 10 年後 に1 万





1943 1944 1945 1946 1947 1948 1949 1950 1951 1952
石炭採掘事業 ム 551 ム 181 188 705 8 910 2,547 3,785 4,487 5,079
研伐事業 456 1,770 1,770 1,770 1,770 1,770 1,770 1,770 1,770 1,770
農業経営 ム 176 ム 310 ム 342 ム 315 ム 275 ム 228 ム 185 138 92 47
牧場経営 ム 186 ム 302 ム 299 ム 244 ム 183 ム 11 7 ム 56 14 79 91
牝領飼育事業 ム 10 7 ム 193 ム 282 ム 10 ム 88 ム 1 75 ム 55 117 127 127
馴鹿増殖事業 ム 13 ム 2 4 10 15 17 24 35 40 53
窯 業 ム 47 22 22 22 22 22 22 22 22 22
ツンドラ興業 24 24 24 24 24 24 24
造船事業 30 30 30 30 30 30 30 30 30 30
セメント製造事業 180 180 180 180 180 180
硫安製造 300 300 900 900 900
どル経営 250 250 250
傍系会社投資収入 97 291 577 2,198 2,291 2,383 2,476 2,557 2,782 2,782
雑 勘 定 ム 376 ム 721ム 1 ， 378ム 2， 436ム 2，848ム 3， 391ム 4， 101ム 5， 350ム 5 ，694ム 5， 880
営 業 費 ム 732 ム 766 ム 795 ム 863 ム 926 ム 988ム 1 ， 066ム1，146ム 1 ， 1 9 ム 1 ， 265
政府補助 500 500 500 500 500 500
差 ヲ| ム 1 ， 135 138 ム 5 ム 19 520 1.237 2,210 3,050 3,706 4,116
(出所) I樺発十ヶ年間事業計画書」に よ り 作成。 ムは損失。
馬鈴薯，甜菜，牧草を栽培することになっていた 30)。
表 7は， 1943年度か ら52年度ま での 「樺太開発会社10 ヶ 年計画J に基づ く 各事業の損益計算
で， 1942年の9 月 に同社がお こ な っ た も のであ る 。 それに よ れば， 当初は利益が計上で き る の







益を計上する計算であるが，設立当初の 1941年度の見込では34万円， 42年度は150万円， 以後2









1943 1944 1945 1946 1947 1948 1949 1950 1951 1952
樺太水産会社 54 54 54 54 54 54 54 54 54 54
海獣興業会社 16 108 189 270 270 270 270 270 270 270
定置漁業社 65 65 65 65 65 65 65 65 65
樺太製糖社 34 46 57 69 69 69 69
樺太製材社 113 113 113 113 113 113 113 113
水銀採掘社 10 10 10 10 10 10 10 10 10
電気事業社 1,350 1,350 1,350 1,350 1,350 1,350 1,350
三菱油化工業社 81 162 243 324 405 405 405
樺太人造石油 5 5 5 5 5 5 5
樺太石炭 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。
住宅会社 225 225
麦酒醸造社 92 162 162 162 162 162 162 162
海洋漁業社 27 54 54 54 54 54 54 54 54 54
計 291 577 2,198 2,291 2,383 2,476 2,557 2,782 2,782
(出所) I樺発十ヶ年間事業計画書」 に よ り 作成。
込設備などの準備費がかさんで予定した起業資金を2000万円も超過し，出炭量も初年度の 17年
度がわずか 2万トン， 18年度7 万5 千 ト ン ， 19年度10万 ト ン と 低調であ っ た。 ま た当初か ら収
益を期待されていた研伐事業は，坑木の需要が伸び悩んだのと造材事業が円滑にはかどらなかっ




討しよう。さきの表 1によれば，総額は1941年度まで増加し，以後は43 ・ 44年度にかけて急減
しているのがわかるOまた表 9によってその内訳をみると，払下は原木(=立木)と製品(=
丸太)の2種類があり，原木の払下では， 1941年ま ではパルプ用材が総額の85%以上を 占 めて














1937 1938 1939 1940 1941 1942 1943 1944
原木払下 21,507 (84.1) 18,875 (82.5) 29,079 (93.1) 36,799 (84.6) 41,162 (88.4) 38,141 (76.5) 37,382 (76.6) 31,037 (81.5)
パルプ用材 14,163 (65.9) 10,957 (68.1) 17,918 (61.6) 23,377 (63.5) 35,615 (86.5) 22,232 (58.3) 18,942 (50.7) 20,623 (66.4)
普通用材 7,212 (33.5) 7,769 (41.2) 11,024 (37.9) 13,293 (36.1) 5,433 (13.2) 15,728 (41.2) 18,260 (48.8) 10,244 (33.0)
薪 炭 材 125 (0.6) 147 (0.8) 136 (0.5) 128 (0.3) 114 (0.3) 180 (0.5) 180 (0.5) 170 (0.5)
製品払下 3,831 (15.0) 3,992 (17.5) 2,148 (6.9) 6,687 (15.4) 5,396 (11.6) 11,372 (22.8) 11,140 (22.8) 6,758 (17.7)
普通丸太 . . 776 5,309 3,748 9,561 9,071 4,080
特種丸太 . . 207 706 1,691 1,874 2,273
枕 木 . . 48 63 230 120 195 300
製 口口口 . . 1,115 607 1.418 105
副産物 235 (0.9) 5 I¥〆 0 . 0ハノ 、} 9 (0.0) 10 /‘\o ハU、ノ、l 5 /‘\o ハu、ノ、J 377 (0.8) 300 (0.6) 289 (0.8)




「昭和13年度以降森林収入予算決算比較表J cr第79回 昭和1 7年 1 月 議会資料j) ， I昭和14年度以降森林収入予算決算比較表J I昭和18年
度森林収入予貫額前年度比較J I昭和16年度森林収入決算内訳J cr昭和1 8年度歳入予算j) ， I昭和18年度森林収入決算J cr昭和18年度歳入




③「パルフ。用材J I普通用材J I薪炭材」 の カ ッ コ は原木払下の内訳を示す。
(備考)
人 文 λナ:u与 報
表 10森林払下材積
r‘'、〆、1.000石\ノl
1937 1938 1939 1940 1941 1942 1943 1944
原木払下 ω 17 ,521 17.205 17,990 20,687 19,989 19,578 17,125 15,579
用 Jレ材フ 10,555 (602) 9,950 (578) 9,293 (51.7) 11,611 (561) 14,442(72.2) 9.881(505) 8,419(492) 9,166 (588)
普通用材 5,789 (330) 5,944 (34.5) 7,221 (401) 7,321 (354) 3,422(17.1) 7,897 (403) 8,706 (508) 4,713 (303)
薪炭材 1,174 (67) 1,310 (76) 1,475 (82) 1,754 (8.5) 1,445 (7.2) 1,800 (92) 1,800 (105) 1,700 (109)
製品払下 557 581 139 782 447 1,425 1,249 218
普通丸太 557 562 82 586 447 1.045 965 25
特種丸太 19 57 196 380 284 193
製立木品換払算下 巴) 1.114 1.162 278 1,564 894 2.850 2,498 436
計山十 (B) 18,635 18.367 18,268 22,251 20,883 22,428 19,623 16.015
(出所)表 9 と 同資料によ り 作成。
(備考)① 1937-4 1年度ま では予算， 42-44 年度は予算。
②カッコ内は原木払下の比率。








払下げられた 33)。表 10の材積表示でみると，この製品払下はきわめて少量であるが，表 9の
収入金額では約 20%前後になっており，払下単価が立木よりかなり高いことを示している。
結局これらをあわせた総払下石数は年間 2000万石にも及び，次にみる森林蓄積の維持に必要
な析伐上限約 1300万石の約1. 6倍という驚くべき水準に達していたのである O
1936 年末に土地利用基本調査が終 了 し ， 樺太の全面積は327 万ヘ ク タ ー ルで そ の89% に 当 る
292 万ヘ ク タ ー ルが国有林野面積 と さ れた。 ま た樺太庁は1933 年か ら林地区分調査 と 森林航空
撮影の結果を踏まえて国有林の伐採計画である施業案の調査を開始し， 37 年に こ の調査が終了
するとただちに施業案を実施に移した。それによれば，翌 38年度から始まる森林伐採は，立木
地を 156万 2000ヘクタール，普通施業地の森林蓄積をエゾ松とトド松で 5億 7400万石と見積も








1937 1938 1939 1940 1941 1942 1943 1944 1945
王子製紙島内工場 7,800 7,800 7,800 7,800 7,800 7,800 7,800 7,800 7,800
向島外工場 1,400 1.400 1,400 1,400 1,400 1,400 1,400
日本人絹パルプ会社 1,500 1,500 1,500 1,500 1,500 1,500 1,500 1,500 1,500
個人年期契約 3,914 2,104 1,449 945
計 -ムl4.6ρ 唱1 4 1ムl2.80日生4 1“2.149可υ 11.6ρ生aυ内5 10円700 10ヴ700 10ヴ70 ハU 9,300 9,300
(出所) I将来木材払下予定数量調 昭和12年5 月現在J cr昭和13年度 歳入予算J) に よ り
作成。
表 12王子製紙払下数量
1937 1938 1939 1940 1941 1942 1943
島 内 立 木 7,144 7.955 8,156 10,459 8,648 5,014 4,581
同 丸 太 222 251 248 218 174 512
同 立木換算 444 502 496 436 348 1,024
島内立木換算計(A) 7,588 8,457 8,652 10,895 8,648 5,362 5.605
島 外 立 木 769 687 787 1,184 20 20 3,628
同 丸 太 297 379 333 125 81 91
同立木換算 594 758 666 250 162 182
島外立木換算計四 1,363 1,445 1,453 1,434 20 182 3,810
合計ω+ (B) 8,951 9,902 10.105 12,329 8.668 5.544 9,415
、、，ノ石???4』i? ?
( 出 所 ) 王 子 製 紙 樺 太 分 社 山 林 部 「 各 年 度 別 樺 太 庁 払 下 数 量J Cサハ リ ン州立文書館所蔵
資 料 ) に よ り 作 成 。
伐 量 を13 18 万 石 と 算 定 し て い る34) 。
し た が っ て 年 間2000 万 石 を 超 え る 実 際 の 払 下 は ， 樺 太 庁 に と っ て も 「 国 家 非 常 手 段 と し て 元
よ り 増 伐 は 余 儀 な し と す る 所 で あ る が 兎 に 角 過 伐 に 次 ぐ 濫 伐 を 以 て し 森 林 の 荒 廃 に 拍 車 を か く
る 事 と な り 斯 る 状 態 を 以 て 進 む 時 は 樺 太 の 森 林 は 早 晩 そ の 資 源 を 失 ふ に 到 る べ き 事 は 元 よ り 論
を 侠 た ざ る 所 で あ るJ 3 5 )の だが， どの よ う な事情を背景にそ う し た過伐が進行 し て い た の で あ
ろ う か 。
ま ず 表1 1 は 1937年 5 月 に樺太庁が見積 も っ た年期払下数量の概算であ る O 王子製紙の島内工
場 用 は780 万 石 ， 島 外 工 場 用 は140 万 石 で こ れ を あ わ せ て920 万 石 と 一 定 し て お り ， ノf ル プ 用 材
と し て は こ の ほ か に は 日 本 人 絹 用 に150 万 石 が 予 定 さ れ て い るO し か し 王 子 製 紙 の 島 外 工 場 用
は43 年 度 で ， 個 人 の 年 期 売 払 も40 年 度 で 契 約 を 終 え て お り ， そ の 払 下 数 量 は 最 大1200 万 石 に し
か な ら な~ 'o こ の う ち 島 内 工 場 用 の780 万 石 と い う 量 は ， 樺 太 庁 が1928 年 度 に 王 子 製 紙 ・ 富 士




(パjレプ: 1 ，000 ポ ン ド ， 紙 : 100万ポ ン ド ， 1 ，000円)
1937 1938 1939 1940 1941 1942 1943 1944 1945
製紙パルプ生産量 1,857 1.907 2,007 2,028 2,162 1,910 1.596 1.143 501
内地 970 1,025 1,154 1.160 1,249 1. 05円i 941 630 348
樺太 849 832 770 748 764 728 566 447 138
人絹ノ -;; Jレプ生産量 128 231 351 517 652 507 370 168 33
内地 32 109 250 439 403 329 163 32
樺太 81 146 182 192 148 46 9
内地ノ -;; Jレプ生産量 970 1,ハ05ヴt 1,263 1,410 1,688 1,460 1,270 793 380
樺太パルプ生産量 930 978 952 940 912 774 575 447 138
計 1.900 2,035 2,215 2,350 2,600 2,234 1,845 1,240 518
内地紙生産量 2,463 2,134 2.450 2,392 2,355 1,783 1.521 862 413
樺太紙生産量 399 352 372 465 451 427 364 341 129
計 2,862 2,486 2,822 2,857 2.806 2,210 1.885 1,203 542
製紙ノ fルプ輸入額 36.349 7,712 7,658 11,311 8 ,520 3,491 708
人絹パルプ輸入額 80,370 34,469 48 ,878 54 ,796 15,197 306
輸入額計 116,719 42 ,181 56 ,536 66 ,107 23 ,717 3,797 708

















うことになった。その計画によれば， 1938年度に は王子製紙島外既契約分か ら の転用丸太33万
石と新規増伐丸太3万8000石あわせて36万8000石で 4万3000トンの製紙・人絹パルプを増産し，





立木材積出材材積出材歩留原木代金庁官造材歩留 171Z造材歩留伐出費?の Z 計
1937年~ 1,449 693 47.8 341.9 110.0 32.2 154.4 45.2 207.1 75.6 966.338 夏山
38 年~ 559 298 53.3 364.7 120.0 32.9 184.3 50.5 226.7 79.2 1,058.339 冬山
39年~ 1,798 740 41.2 491.5 127.0 25.8 192.8 39.2 321.2 101.0 1,298.640 夏山
40年~ 965 511 53.0 513.7 172.0 33.5 201.3 39.2 405.8 108.5 1,474.041 冬山
(出所) r樺太林業史J 251頁 「王子製紙山林造搬費予算の一例 (落合出張所の場合) J に よ り 作成。
払下単価は1937・ 38・ 39・ 40年度のものをとり， 1937年度は 「森林収入予算比較表J I森林
収入単価算定調書J cr昭和13年度歳入予算J) に ， 38-40年度は 「昭和13年度以降森林収入


























(1， 000石 1， 000円)
材 積 金 客員









島内普通用材(c) 2,930 (16.8) 3,648 (13.1)
鉱業用 2,898 3 ,472
官行材 7 119
一時処分 25 57
島外普通用材 (D) 2,981 (17.1) 4,507 (16.2)
薪 炭 キオ (日 1,199 (6.9) 134 (0.5)
面リ 産 物 (F) 6 r¥〆0 . 0¥)
計山) --(F) 17,399 (100.0) 27,892 (100.0)
(出所) I昭和12年度処分森林収入区分表J (~昭和 14年度歳入


















1940 1941 1942 1943 1944
陸軍 845 1,309 1,308 450 1.000
協会員造材丸太 1,188 1,193 386
王子製紙丸太 269
日本人絹会社丸太 150
官行研伐丸太 258 53 91 40
大学演習林丸太 20 25 24 24
個人所有丸太 148 43




陸軍+海軍計 845 1,669 1,308 950 1,500
\，ノ石???4 E
よ
/ ， ， 、 、 、
( 出 所 ) r議会資料J ( 第81回， 昭和18年) よ り 作成。
( 備 考 ) ①1940 ・ 42年度は陸海軍を合わせた数値であ り ， そ の内訳は
1 9 4 0年度陸軍 6 0 0・ 海軍 2 4 5千石， 4 2年度 は陸軍 6 9 0・ 海軍
6 1 8千石であ る 。 ま た海軍用で 「王子製紙丸太J I 日 本人
絹 丸 太J I大学演習林丸太」 がどれだけ供出 さ れた の か は
不 明 。
②1944年度は見込額
出 さ せ て い る37) 。
こ の よ う に パ ル プ 用 材 に 代 っ て 当 該 期 の 樺 太 の 森 林 収 入 を 支 え た 鉱 業 用 材 の 確 保 に つ い て ，
樺 太 庁 は1937 年 末 の 第73 議 会 で 次 の よ う な 見 通 し を 明 ら か に し て い た38) 。
本 島 の 炭 鉱 は 大 部 分 が 新 規 の 開 発 で あ り ， 設 備 材 料 を あ ら た に 大 量 に 必 要 と す る が ， 本 島
の 森 林 は 原 生 林 で あ り ， 適 当 な 木 材 を 提 供 す る こ と は 難 し し 」 し た が っ て そ の 利 用 率 が 非 常
に 低 下 し ， 内 地 の 場 合 よ り も 多 量 の 材 積 を 必 要 と す る こ と は 明 ら か で あ り ， 出 炭1 ト ン に 対
し て 少 な く と も2 .5 斗- -3 斗 の 立 木 を 必 要 と す る 。 し か し こ の よ う な 大 量 の 供 給 は 樺 太 森 林
の 蓄 積 か ら は 無 理 が あ る 。
と は い え ， 樺 太 が 鉱 業 用 材 を 供 給 し な け れ ば 炭 鉱 業 が 支 障 を き た す こ と は 明 ら か で あ り ， 将
来 は 年 間 出 炭 量1000 万 ト ン を 目 標 に 現 在 の 林 力 が 耐 え う る 年 間100 万 石 を 限 度 と し て 鉱 業 用 材
を 供 給 す る が ， 将 来 は そ の 量 を 減 少 さ せ る 必 要 が あ るO と い う の は ( 1 ) 森 林 蓄 積 が 少 な く 年 伐 量
に 余 力 が な い ，(2 )エ ゾ松や ト ド松はノ -{ }レ プ材 と し て利用すべ き であ る ， し たが っ てそ の不足分
を グ イ 松 ( 落 葉 松 ) の 開 発 と エ ゾ 松 ・ ト ド 松 の 間 伐 材 を 充 当 す る 計 画 で あ る 。 し か し こ れ も 実












39年度で丸太50万石を出材 し たが， そ の過半の25万石が当年度では輸送不能 と な っ た。 し か も
配船の図難は石炭の島外移出をも難しくし，増産計画のあった各炭鉱はかえって減産の見込み
であった。このため， 41年度の所要の用材 も従来の予想660万石を大幅に下回 り ， 43年度はわ
ずか65万石であった 40)。
過伐による森林の荒廃は，ょうやく樺太庁に本格的な造林計画の実施を追った。まず1936年











しかし予算の不足からか41年度の造林方針は， I防火ニ重キ ヲ 置キ ， 防火線， 林内歩道 ノ 拡
張ヲ図リ，将来天然更新ヲ主トシ，人工造林ハ之ニ準セシメ，国土保安上必要ナル保安林地帯
及地方資材欠乏ノ虞アル方面ニ造林シ，林力ノ保続ヲ図ラムトスJ 42) と い う 消極的な方針に と
どまっている。
かくして樺太庁はまがりなりにも造林事業に着手したが，連年にわたる標準年伐量の 2倍と













1942(昭和 1 7) 年11 月 ， 第 次東条内閣は行政の整備強化と簡素化を図る ため拓務省を廃止
して大東亜省を新設する 44)。この制度改革に伴って樺太庁長官は内務大臣の指揮監督下に入り
(それまでは監督のみ)，ここに樺太行政の「内地化」の伏線が敷かれたのである O



























3. 樺太全体 ヲ 単位 ト ス ル 自治体 ヲ 設置ス ル ノ 是非及之 ヲ 設置ス ル ト ス ルモ如何ナ ル程度 ノ
自治体(例へハ地方費)ヲ設クヘキヤヲ攻究スルコト
4. 樺太 ノ 行政ヲ 北海道 ノ 行政 ト 併合 シ テ同一 ノ 地方庁 ヲ シ テ所管セ シ ム ル コ ト ノ 利害 ヲ 攻
究スルコト







この改革案は翌月になると以下のような「樺太県案J 46) と し て い っ そ う 具体化す る 。
1.樺太庁ヲ廃止シテ樺太県トナスコト
2. 樺太県ハ当分官治 ト シ将来相当 ノ 時機ニ普通 ノ 府県 ト 同様 ノ 自治体 ヲ 認ム ル コ ト
3. 樺太庁特別会計 ヲ 廃止ス ル コ 卜
4. 樺太 ノ 収支ハ一般会計ノ 収支 ト ス ル コ ト 但 樺太鉄道 ノ 収支ハ帝国鉄道特別会計 ノ 収
支トスルコト







A 拓殖ニ関ス ル事務 土地改良 ・ 開墾 ・ 殖民 (現在 ノ 拓殖事務) ・ 道路開撃及改良 ・
港湾及船溜修築・産業奨励調査及試験(現在ノ中央試験所ノ事務ヲ含ム)
B 地方行政事務 警察 ・ 教育 ・ 衛生 (医院其他衛生行政事務) ・ 其他之ニ付随ス ル事務
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2) 陸運， 通信 (郵便為替 ・ 郵便貯金 ・ 簡易生命保険をふ く む) ， 海事， 航空お よ び， 気象
に関する事務はそれぞれ鉄道省，逓信省または文部省に移管し，各省直轄官庁を設置して
これに従事させる。
3) 前項以外の森林， 税務， 拓殖， 鉱山な どの一般行政事務は各主務大臣の指揮監督下で樺
太庁長官がおこなう。このうち森林行政については拓殖行政との密接な関係にあるので，
農林・内務両省の間で緊密な連絡をとる。




7) 衆議院議員選挙法はな る べ く 速やかに施行す る O 市町村制度につ いて は必要な特例を設
けて内地市町村との統合を図る O










































その後1941年には農林省でさらにこの方針が極秘裏に進められ， 42年4 月 の移管が検討さ れ
た。その方針は， (1)樺太の一般行政を拓務省から内務省に移管し樺太を内地道府県に準じて取













(2) 特別会計は昭和18年度は従来通 り 存続さ せ， 翌19年度か ら は本土の国有林と 同様の取
扱いとする。









































2) r昭和14年 5 月 樺太税制 ・ 沿革J 30--40 頁。 以下本稿を作成す る にあ た っ て は北海道立文書館の
所蔵資料を利用した。
3) 例え ば， 1936 年7 月 の樺太庁の調査では， 本来樺太庁の歳入にな る べ き であ る が， 税制上一般会計
が徴収する王子製紙ほか 2社の樺太分の所得に対する第一種=法人所得税が 50万円樺太での分配配
当所得に対する第三種二個人所得税が 47万円など総額 280万円にも上っている (I樺太庁ノ歳入トナル
ベキモノノ内実際ハ内地ニ於テ徴収セラルル金額概算調」昭和 11年 7月 10日， r昭和 12年度 歳入予
算資料」所収)。
4) r昭和16年度予算資料』 に よ る 。
5) r議会資料 第81回 昭和18年 1 月 』
6) 1石炭増産施設奨励費 (昭和17年度分) J (同上資料)
7) 1 一般会計繰入並砂糖消費税徴収万ニ関ス ル件J (樺太庁長官・今村武士から拓務次官・入江海平宛，
1936 年7 月13 日付け) (r 昭和12年度 歳入予算資料J)
8) 1昭和11 年度首現在国債調J (r 昭和12年度 歳入予算資料J)
9) 1昭和12 年度予算編成ニ関ス ル件J (樺太庁長官・今村武志から拓務大臣・永田秀次郎宛， 1936 年6
月 27日付け) (r 昭和12年度 歳入予算資料J)
10) 北海道炭噴汽船株式会社 「石炭国家統制史J (1958 年) 379 頁。
128
日中・太平洋戦争期における樺太行財政の展開(平井)
1) 1941 年2 月3 日 の帝国議会での小河樺太庁長官の説明 C I第76 回帝国議会衆議院 樺太開発株式会
社法案委員会議録(速記)第 1回 J 7 頁) 。
12) 樺太庁 「樺太現地事情概要J (1 943年) 7-8 頁。
13) 1樺太石炭対策要綱ニ関ス ル件 昭和17 年6 月29 日於企画院関係各庁会議付議決定J cr 柏原兵太郎
文書 J (国会図書館所蔵) 150)
14) r昭和16年度 拓殖計画上希望事項』
15) 以下は， 企画院第6 部技師 阿部二郎 「樺太 ノ 鉄道 ト 港湾ニ関ス ル私見 昭和16 年6 月 J cr 柏原兵
太郎文書 J 147) に よ る 。
16) 1樺太ニ於ケル主要港湾施設ニ就テJ cr 議会資料 昭和18年 1 月 」 所収 「第八十一回帝国議会答弁
資料 J 10 頁) 。
17) r昭和12年度樺太拓殖事業費内訳」
18) 農林部殖民課 「拓殖計画案項目 J cr 拓殖計画上希望事項 昭和16年度J)
19) 同上資料， 5 頁。
20) 1樺太ニ於ケル農業開発 ノ 現況 ト 其 ノ 方針ニ就テ J cr 議会資料 昭和18年 1 月 」 所収 「第八十 一回
帝国議会答弁資料 J 53 頁) 。
21) 1樺太ニ於ケル農業者ノ 移住ニ就テ J C同上資料60 --- 6 1頁) 。
22) 1樺太ニ於ケル農業者ノ 移住ニ就テ 」 別表 (向上資料63 頁) 。
23) 樺太庁 「樺太現地事情概要J (1 943年11 月 ) 2-3 頁。
24) 1漁村更生ニ要ス ル経費要求補足説明J cr 昭和13年度予算資料 歳出J)
25) 以下労働力の需給に関す る叙述は 「樺太に於け る労務行政の概要に就てJ cr 議会資料 昭和 18年 1
月」所収「第八十一回帝国議会答弁資料 J 34---39 頁) 。
26) 1東洋拓殖株式会社支店樺太設置ニ関ス ル資料J cr 議会資料 昭和13年度J)
27) 樺太終戦史刊行会編 「樺太終戦史J (1 973年) 45 頁。
28) 以下の樺発の業務に関す る説明は， 樺太開発株式会社 「第79 回帝国議会説明資料 業務概要 昭和
16 年12 月 J cr 議会資料 昭和1 7年 1 月 J ) に， 役員の名前は 『樺太終戦史J 45 頁に よ っ た。
29) 封鎖炭田 と は， 樺太庁が発見 し た炭田で 4定の区域を石炭の採掘につ いてのみ鉱業法に よ る一般の
鉱業出願を禁止し(封鎖)，適当な時期に採掘料を競争入札にかけて最高の落札価格を出した業者に
採掘を許可するという樺太独特の炭鉱開発制度であった。 CI第 73帝国議会答弁資料 J r議会資料 昭
和13年度』所収， 4--45 頁) 。
30) 1第76回帝国議会衆議院 樺太開発株式会社法案委員会議録 (速記) 第 1 回J 4 頁の北島拓務次官
の説明による。
31) 同上資料1 頁の小河樺太庁長官の説明に よ る 。
32) r樺太終戦史J 46---47 頁。
3) r樺太林業史J 209 頁。
34) 樺太庁殖産部林業課 「昭和15 年度主管事務概要J cr 議会資料 第79回」 所収) 4-5 , 19---23頁。
35) 同上資料， 30頁。
36) 1パルプ増産に対す る増伐に就てJ cr 議会資料 昭和18年 1 月 」 所収 「第八十一回帝国議会答弁資
料J 72---73 頁) 。
37) r樺太林業史J 239--240 頁。
38) 樺太庁 『第73 回帝国議会答弁資料J 32--37 頁。
39) 1鉱業用材供給対策J cr 昭和13年度予算資料 歳出J)
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40) I鉱業用材の需給につ いてJ (~議会資料昭和 18年 1月』所収「第八十一回帝国議会答弁資料 J 81
--82 頁) 。
41) 以下の説明は 「造林予算要求説明書J (~昭和 13年度予算資料歳出 J)による。
42) ~昭和 16年度拓殖計画希望事項 J
43) 樺太庁経済部林務課 「樺太開発事業計画書J (1 943年11 月 ) 。
44) 以下， 制度改革の説明は， 樺太林業史編纂会 『樺太林業史J (農林出版， 1960 年) 285--286 頁 に よ
る。
45) ~昭和財政史資料』第 1号第 11 2間「植民地 J (リール番号 49)
46) 同上資料に よ る 。 こ の案は 「昭和5 年7 月15 日 」 の 日付が入 っ てお り ， 本文の6. に あ る よ う に ，
特別会計廃止後の一般会計と鉄道特別会計の歳入出の具体的な計数も算出されているので，ある程度
実現可能性のあった素案と推測できる。
47) ~樺太終戦史 J 63--64 頁。
48) 内務省管理局「樺太内地編入関係資料 (質疑応答) 昭和18 年3 月 」。
49) ~樺太終戦史 J 64--65 頁。
50) 以下， 樺太林政の農林省移管問題の経過と結果は， ~樺太林業史 J 320--323 頁に よ る 。
51) 同上書， 287 頁。
52) 前掲 「樺太内地編入関係資料J
付記:本稿は平成 7 -- 8年度文部省科学研究費基盤研究 C I 日 中 ・ 太平洋戦争期の樺太財政」 に よ る成
果の一部である。
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